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パート１
2040年問題

2018年6月6日 社会保障審議会医療部会



2040年に何が起きるか？

2025年との比較をしてみよう
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団塊ジュニアが65歳以上
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出典：2010年以前は厚生労働省「人口動態統計」による出生数及び死亡数（いずれも日本人）
2015年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）」の出生中位・死亡中位仮定による推計結果

(千人)

○ 今後も、年間の死亡数は増加傾向を示すことが予想され、最も年間死亡数の多い2040年と2015年で
は約36万人/年の差が推計されている。

死亡数の将来推計

推計

2040年総死亡数のピーク
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中医協 総－２参考

２８.１２.１４より
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75歳以上人口の将来推計（平成27年の人口を100としたときの指数）

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口(平成25(2013)年3月推計)」より作成

全国

埼玉県（2025年の指数が

全国で最も高い）

東京都（2040年に向けて上昇）

山形県（2025年の指数が

全国で最も低い）

島根県（2030年以降の指数

が全国で最も低い）
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2015～2025～2040年の各地域の高齢化の状況

○ 75歳以上人口は、多くの都道府県で2025年頃までは急速に上昇するが、その後の上昇は緩やかで、2030 
年頃をピークに減少する。
※2030年、2035年、2040年でみた場合、2030年にピークを迎えるのが34道府県、2035年にピークを迎えるのが9県
※東京都、神奈川県、滋賀県、沖縄県では、2040年に向けてさらに上昇

○ 2015年から10年間の伸びの全国計は、1.32倍であるが、埼玉県、千葉県では、1.5倍を超える一方、山形県、
秋田県では、1.1倍を下回るなど、地域間で大きな差がある。
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・・・2040年

・・・2035年

・・・2030年

・・・2025年

・・・2020年

・・・2015年

・・・2010年

地域により
医療需要ピークの時期
が大きく異なる

出典：社会保障制度国民会議資料 （平成25年4月19日第9回
資料3－3 国際医療福祉大学高橋教授提出資料）

高齢化のピーク・医療需要総量のピーク
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中医協 総－２参考

２８.１２.１４より



社会保障給付費
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GDP対比21.5％
140兆円

GDP対比23.8～24％

190兆円

120兆円



対GDP比はドイツに近く、世界に類
を見ない水準というわけではない

• 2018年6月6日、社会保
障審議会医療部会

• 「社会保障給付費が対
GDP対比が24％という水
準は今のドイツに近く、フ
ランスではもっと高い、世
界に類を見ない水準とい
うわけではない」
• 伊原和人厚労省大臣官
房審議官（医療介護担
当）

12
伊原和人氏
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2025年推計
2012年推計より
2018年推計は
下振れしている



2025年推計が下振れしたのは
どうして？

•医療 54兆円→47.4兆円
• 地域医療構想などによる病床機能分化

• 入院患者数の減少

• 後発医薬品の普及

•介護 19.8兆円→15.3兆円
• 介護給付範囲の絞り込み

•子ども子育て 5.6兆円→10兆円
• 一方、子ども子育ては上振れ

• 2017年衆院選挙の安倍政権の公約の影響
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問題は人口減
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2010年 2017年

7年間で
100万人減



823万人
930万人

1070万人



19

2025年

2040年

2010年



2040年
就労人口の激減で、就業者数の

5人1人がヘルスケア分野
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2040年問題のポイント

社会保障給付費はなんとかコントロールの範囲内

しかし就労人口減が最大の課題！
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骨太の方針２０１８
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２０４０年からバックキャストして
２０２５年問題を見直そう

26

2040年

バックキャスト思考



パート２
変わる地域医療と
地域連携推進法人



「地域医療構想は地域の医療提供
体制を守る大きな仕事」
• 6月1日に開催された、
「平成30年度第1回都道
府県医療政策研修会」

• 「地域医療構想の業務は、
地域の医療提供体制を
守る大きな仕事である。
これに携わることは宿命・
運命であると捉え、真剣
に取り組んでいただきた
い」

•厚労省医政局地域医療
計画課の佐々木健課長



「地域医療構想の進め方」通知



地域医療構想の進め方（通知）

• （ア）個別の医療機関ごとの具体的な対応方針
• 公立病院に関すること

• 公的医療機関に関すること

• その他の医療機関に関すること

• （イ）非稼働病床に関すること

• （ウ）新たな医療機関の開設や増床に関すること



















地域連携推進法人



2017年

2014年











尾三会 地域連携推進法人

• 湯澤氏は、「高度急性期病院から回
復期の病医院、慢性期の病院、在
宅までの患者さんの流れを、この地
区に特化した形で構築することが法
人設立の第一義」と語る

• 同院は、診療の大きな柱に「がん治
療」を掲げ、大学病院に希少な緩和
ケア病棟を備えるが、その運用に関
しては、常時、在宅の状況まで把握
できる関係が地域との間に築かれ
ている。

• 「それを一般的な疾患にまで広げ、
在宅までシームレスに追うことので
きる仲間ができたということです」
（湯澤氏）

• 一方、「目にみえるメリット」として、
医療・介護従事者等の相互派遣、勉
強会や研修業務の共同実施、医薬
品の共同購入等による、人材供給
の安定化や医療・介護の均質化、経
営の効率化などを挙げる

藤田保健衛生大学病院
湯澤由紀夫 病院長



尾三会 地域連携推進法人







広島県の中山間
地域の医師不足

解消が
法人設立の動機





備北メディカルネットワーク







地域医療連携推進法人 日本海ヘルスケアネット
2018年1月



日本海ヘルスケアネット

• 日本海総合病院を運営する山形県・酒田市病院機構など、酒田地区で医療や介護、
福祉に携わる９法人が９日、「地域医療連携推進法人 日本海ヘルスケアネット」を４
月に発足させることで合意した。

• 急速に進む少子高齢化と過疎化に対し、各法人が連携したり機能を分担したりして、
医療や福祉を安定的に提供するのが目的

• 医療機関や介護施設を一体で運営できる。

• 参加する９法人は、酒田地区の医師会、歯科医師会、薬剤師会のほか、酒田市内
の民間病院や特別養護老人ホーム、介護施設などを運営する法人。総ベッド数は２
千を超す。連携区域は庄内地方全域。

• 法人化を前に、日本海総合病院（６４６床）と本間病院（１５４床）は、当直医を派遣し
たり、手術の集約化をしたりする実質的な連携が始まっている。医療機器の共同利用
化や薬の共同購入を進めて経営の効率化を図る。また、退院後もスムーズにケアが
受けられるよう、在宅医療機関や介護事業所との情報共有をさらに進めて地域包括
ケアシステムの構築を目指す。

• 設立が認定されれば全国５例目になる。県・酒田市病院機構の栗谷義樹理事長は
「地域で医療や介護サービスを継続して受けられる基盤づくりができた」と話した。

http://www.asahi.com/topics/word/薬剤師.html
http://www.asahi.com/topics/word/酒田市.html
http://www.asahi.com/topics/word/特別養護老人ホーム.html
http://www.asahi.com/topics/word/総合病院.html
http://www.asahi.com/topics/word/当直医.html
http://www.asahi.com/topics/word/共同利用.html
http://www.asahi.com/topics/word/在宅医療.html
http://www.asahi.com/topics/word/地域包括ケア.html
http://www.asahi.com/topics/word/酒田市.html
http://www.asahi.com/topics/word/介護サービス.html




地域フォーミュラ
リを計画



2040年
地方は地域連携推進法人

だらけ・・・
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パート３
共同購買組織（GPO)とは？



ＧＰＯはコスト削減の切り札！

The Value of Group Purchasing-2009:Meeting the Needs for Strategic Saving
（Eugene S.Schneller博士）



共同購買組織（ＧＰＯ）とは？
• 共同購買組織（ＧＰＯ：Group Purchasing Organization)

• 医薬品、医療材料、医療機器その他のサービスを共同で購
入する仕組み

• 病院で行う購買交渉と何が違うのか？
• 交渉力の背景となるバイイングパワー（購買力）が大きくなる。

• 共同購買では複数の病院の購買力を背景にメーカーと交渉
するので、交渉力が大きくなる

• 一般に、流通業者は利幅が小さく、メーカーからの卸値（仕
切値）の改定がないと、病院からの値下げ要求に応えられ
ない実態がある。

• そのため、共同購買では、メーカー同士を競争させながら交
渉を行い、メーカーからより有利な取引条件を引き出す方法
が取れる。



米国の共同購買組織（GPO)



ＧＰＯは米国では100年の歴史

•米国のＧＰＯ
• 約100年前、GPOは複数病院の出資により、医療材料のまと
め買いをしてディスカウントする目的で設立された。

• 米国のGPOは、1983年から急速に展開する

• 1983年にメディケア（高齢者向け公的医療保険）が、医療費
の包括払い方式(DRG/PPS)を採用し、民間医療保険も医療
費の削減を行ったため、病院側に支払経費の削減の機運が
急速に高まった。



米国のＧＰＯの現状

•現在では、大小合わせて約600社のGPOがある
• 上位7～8社が市場の90%のシェア

• メドアセット、プレミア、ノベーション、ヘルストラスト、アメリ
ネットといった5大GPOがある

• 全米の病院のほとんど（96～98%）が、GPOを利用している

• 米国の病院の医薬品、医療材料・器具などの購入の約72%
が、GPOを通じて行われており、GPO経由で購買されている
市場規模は、約2,634億ドル（約28兆9,740億円）に上る



表



GPOを利用したメーカー・卸・病院間の取引イメージ

メーカー

GPO
卸

病院

シェアアップを
条件にした交渉

販売額に応じた
手数料（CAF)

卸の価格に関する交渉

商品代金支払いと
チャージバック

GPOの交渉に基づく価格
での支払い

交渉委託
（シェアアップを約束）

参加手数料
配当

米国における医薬品・医療機器の流通について～ＧＰＯを中心に～
（厚労省医政局経済課資料 2008年）

病院はGPOを通じて価格交渉を
すると、単独で交渉するより
価格交渉力が増大する



今、なぜ日本でＧＰＯなのか？

• 2003年に、入院医療費でDPC包括支払制度が導入さ
れた。

• 2014年、短期入院の手術などに、1入院当たりの包括
払い（DRG）が導入された。

•今後DRG化の更なる進展が予想される

•消費税１０％増税への対応

• なにより医薬品費、医療材料費が高騰している

•病院にとって材料費等の削減が急務となっています。



2040年、共同購買が
米国なみに
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パート４
変わる製薬企業の地域戦略

病院から地域へ



製薬メーカーも変わる

•製薬メーカーのこれまでの新薬開発体制でよ
いのか？
•多病、がん、認知症など高齢者疾患へむけての
新薬開発とは？高齢者向けの医薬品の開発と
は？
• 製薬MRの営業活動も変わる
• 病院医師向けの活動だけでよいのか？

•製薬メーカの地域戦略も変わりつつある
• 製薬メーカーに地域連携課、地域包括ケア課ができ
てきた

•医療機器メーカーの在り方も変わる！



製薬企業のマーケット戦略が変わる

• これまでは病院の医師中心のマーケット戦略

• これからは地域戦略、多職種戦略が必要

•都道府県別や二次医療圏別にMR配置数の見直しや
役割の見直しが必要

•企業の組織体制の変革も必要
• 地域連携室、地域包括ケア室等

•川上から川中、川下戦略への転換が必要



地域包括ケアシステムとMR

• これからのMR活動は、急性期病院医療の中ばかりで
なく、在宅医療や地域包括ケアシステムへと広がる。

•地域包括ケアシステムの製品がどこで使われ、ステー
クホルダーは誰なのかを知る必要がある。

•病院から地域へ、医療から介護へと視点が広げる必
要がある

•医療と介護福祉の世界に分け入る

•川上から川下まで・・



武田薬品、RACを配置
（2017年5月）

•武田薬品は3次医療圏単
位でRACを配置

• RAC（Rigional Access
Cordinator)
• 医療提供体制や地域包
括ケアシステムを調査・分
析する専任担当者“RAC”
（ラック）

• 地域データを分析して医
師会長や病院長にアクセ
スする

武田薬品で日本事業のトップを
務める岩﨑真人・取締役ジャパンファーマ
ビジネスユニットプレジデント



地域軸の視点が重要
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2040年のMR数は？



まとめと提言

・2040年を見通した企業戦略が必要

・2040年、地域の形が変わっている
製薬メーカーも激変するだろう

・卸も変わっているだろう

・2040年からバックキャストして
2025年問題を捉えなおそう



医療と介護のクロスロード
to 2025

•2月20日緊急出版！
• 2018年同時改定の「十字
路」から2025年へと続く
「道」を示す！

•医学通信社から

2018年2月出版予定

本体価格 1,500円＋税



ご清聴ありがとうございま
した

本日の講演資料は武藤正樹のウェブサイトに公開してお
ります。ご覧ください。

武藤正樹 検索 クリック

ご質問お問い合わせは以下のメールアドレスで
mutoma@iuhw.ac.jp

国際医療福祉大学クリニックhttp://www.iuhw.ac.jp/clinic/
で月・木外来をしております。患者さんをご紹介ください

http://www.iuhw.ac.jp/clinic/

